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▪ 論　　　文

1．問題の所在

本稿の目的は，監査法人の契約年数に関する研
究を概観し，監査法人の強制ローテーションの議
論への示唆を検討することである。大手電機メー
カーの不正会計事件を端緒として，わが国でも監
査法人の強制ローテーションの導入に関する議論
が始まった。監査法人の強制ローテーションにつ
いては大きく2つの論点がある。まず，監査法人
の交代がもたらす影響についての論点である。監
査法人が交代することで生じる問題について検証
した結果は，強制的に交代する際にも同じような
結果を生み出すのかもしれない。次に監査法人の
契約年数の問題である。監査法人の強制ローテー
ションの導入は，長期に渡る監査契約は財務報告
の信頼性を下げる可能性が高くなることを前提と
している。監査契約期間が長期になることでどの
ような結果を生み出しているのかを検討すること
でこうした議論へ貢献することができる。本稿で
は，後者の論点について検討した。

21世紀初頭から社会的影響力の大きな会社の不
正会計事案が相次いで露見し，財務報告制度や監
査制度，公認会計士制度の改革が進んできた。一
方で，不正な財務報告は後を絶たない。大手電機
メーカーによる不正会計事件の露見から，財務諸
表監査の担い手である公認会計士は，その在り方
に対する社会的な批判を受けることとなったので
ある。2016年3月に金融庁から公表された「『会
計監査の在り方に関する懇談会』提言」ではいく
つかの提案がなされている。本稿との関連では，
監査法人の独立性を確保するために監査法人を一
定期間ごとに強制的に交代させるローテーション

制度の導入について言及している。この提言では，
ローテーション制度の導入によるメリットととも
にデメリットにも言及しているため，この導入に
ついては金融庁による調査分析の必要性を示して
いた。この提言を受け，金融庁は2017年7月20日
に監査法人のローテーション制度に関する調査報
告(第1次調査報告)を公表した。この調査報告では，
監査法人の強制ローテーションに対して諸外国が
どのような対応を採っているのかを調査した結果
が報告されている。
監査法人の強制ローテーションについては，先
行導入している各国での実証研究の成果がいくつ
か報告されてきている。監査法人の強制ローテー
ションを導入することに賛成する根拠は，導入に
よって新たな視点での会計監査が実現できること
が期待できることにある。定期的に監査法人が交
代することで新しい視点をもった公認会計士によ
る監査が実施されるようになるため，マンネリ化
した監査を脱却できる。また，定期的に監査人と
クライアントの間の経済的な結びつきが解消され
るため，監査法人の独立性の確保に貢献すること
も期待できる。
監査法人の強制ローテーションの導入について
反対する根拠は，監査人の知識と経験の蓄積につ
いて中断が発生することにより，監査品質を引き
下げる可能性があることと大規模な会社の監査を
実施できる監査法人は限られているため円滑な実
施は困難であることにある。
この制度は監査法人を「一定期間」で「交代」
させるため，導入以前に検討できる課題は2つあ
る。本稿では，監査契約期間の影響を検証した先
行研究の成果を概観した。本稿の構成は下記の通
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りである。まず，監査法人の強制ローテーション
に関するわが国の議論の概観を示す。次に監査法
人の強制ローテーションを先行導入した各国での
実証研究の成果を概観する。そして監査法人の契
約年数が与える影響についての検証結果を概観し
た結果を報告し，監査パートナーローテーション
の影響についても検討した。最後に本稿のまとめ
と含意を示した。

2．我が国における監査法人の強制
ローテーションに関する議論

2006年の金融審議会公認会計士制度部会におけ
る議論は我が国における監査法人の強制ローテー
ションに関する議論の重要なポイントになった。
同部会の報告では，監査法人の強制ローテーショ
ンについて以下のような記述がある。”監査人の
独立性確保を徹底するとの観点から意義があると
の指摘がある一方で、ⅰ)監査人の知識・経験の
蓄積の中断、ii)監査人、被監査企業に生じる交代
に伴うコスト、iii)被監査企業の活動の国際化や
監査業務における国際的な業務提携の進展等の中
での国際的な整合性の確保、iv)大規模監査法人
の数が限定されている中での交代の実務上の困難
さ、等の観点からその問題点が指摘されるところ
であり、少なくとも現状においてこれを導入する
ことについては、慎重な対応が求められる”。ま
た学術的な議論では，日本監査研究学会が2006年
に公表した「監査事務所の強制的ローテーション
に関する実態調査研究特別委員会報告書」がある。
同報告書では，公認会計士監査に関係する人々に
対して郵送による調査票の発送・返送によってそ
れぞれの意向を調査する方法を採用している。こ
の報告書における調査結果は，監査法人の強制
ローテーションを導入することに消極的であるこ
とを示した。カネボウ株式会社の不正会計事件に
端を発した監査法人の強制ローテーションの導入
に関する議論はひとまず収束し，導入されること
はなかった。
その後，海外の動向では2009年の金融危機を背
景に監査法人の強制ローテーションの導入に関す

る議論が進んでいる。欧州では2016年から監査法
人の強制ローテーションが導入された。こうした
状況や大手電機メーカーの不正な財務報告が明る
みになったことから2015年10月から会計監査の在
り方に関する懇談会が設置され，わが国の会計監
査の方向性について議論された。その結果は2016

年に「「会計監査の在り方懇談会」提言」で公
表されている。この中では監査法人の独立性を確
保するための施策として監査法人の強制ローテー
ションについて言及している。ここでは2006年前
後で議論された内容を踏まえ，この制度の導入に
ついて調査・分析の必要性を指摘している。この
報告を踏まえ，2017年7月20日には監査法人の強
制ローテーションに関する調査報告(第1次調査報

告)が公表されている。
監査法人の強制ローテーション制度に対する視
点は，メリットを認めつつも慎重な議論の必要性
も指摘している。監査法人の強制ローテーション
が監査品質や財務報告に対してどのような影響を
与えるのか，そして，それを導入しなければなら
ない必然性がどこにあるのかについて慎重に議論
する必要があるからであろう。監査をサービスの
視点からみた場合，買い手である企業(株主や証券
市場での情報利用者)は，売り手である公認会計士
もしくは監査法人を自由に選べるわけではない。
国際的に事業活動を展開している大規模な会社で
は，それに見合う規模をもった監査法人と監査契
約を結ぶ必要がある。小規模な監査法人では日本
を代表する会社の監査を実施することは物理的に
難しい。もし実施できたとしても，日本を代表す
る会社から受け取る報酬が法人の報酬の大部を占
める事態になれば，その監査法人が独立性を確保
できているのかに対する疑問が必ず生じる。会計
基準に準拠して適正な財務諸表を作成しているに
も関わらず監査契約を結んでいる監査法人の規模
によって疑念を抱かれることは会社にとっても不
本意な事態であろう。大規模会社は大手監査法人
と監査契約を結ばざるをえない。現在の監査サー
ビス市場だと，日本を代表する大規模会社の監査
はほぼ大手監査法人によって実施されている。こ
うした状況下で監査法人の強制ローテーションを
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導入した結果は，大手監査法人間の持ち回りとな
る可能性が高い。
制度導入による効果をその前に，アーカイバ
ル・データでは統計的証拠を提示することができ
ない。本稿では間接的な証拠として(1)監査法人
の強制ローテーションが導入されている国を対象
とした実証的研究の成果，(2)監査法人の契約年
数が様々な事象に与える影響を検証した実証的研
究の成果を概観し，こうした疑問に対して検討を
行った。

3．監査法人の強制ローテーションについての
各国の対応

先に挙げた金融庁が2017年7月20日に公表した
調査報告によると，欧州における監査法人の強制
ローテーション制度に関する対応は，以下のと
おりである。まず2014年6月16日に効力を発生し，
17日に施行された「社会的影響度の高い事業体の
法定監査に対する要求事項に関する、欧州議会及
び欧州連合理事会の規則」が基本になる。この規
則第17条で監査法人の強制ローテーション制度に
ついて規定した。欧州各国はこの規則に対応し，
国内立法化を進める事になったのだが，その概要
を金融庁の調査報告に従って要約すると(1)イギ
リスは，2016年6月に改正された会社法で立法化
された。2015年1月よりFTSE350企業に対し10年
毎の強制入札が義務付けられ，最長継続契約年数
は20年になっている。(2)フランスでは2016年3月
に監査法人の強制ローテーションが立法化された。
フランスでは共同監査の場合1最長継続契約年数
を24年とし，単独監査法人が会計監査を行う場合
の最長継続契約年数を10年と規定している。(3)
ドイツでは2016年5月に会計監査に関する国内法
が制定された。ドイツでは銀行と保険会社につい
ては入札による延長を認めないことになっている。
(4)オランダでは，2012年に監査法人の強制ロー
テーションが導入されている。最長継続契約年数
は8年，最短インターバルが2年と2014年6月に施

行された規則と異なる内容であったため，国内法
が修正されている。
欧州諸国では監査法人の強制ローテーションを
導入することとなったが，その背景には以下の3

点があるだろう。(1)長期にわたる監査契約を通
じて経営者と監査事務所の間の過度な馴れ合いが
生じ，その脅威が、監査人が職業的懐疑心を発揮
する阻害要因となっていること，(2)上場会社等
の大会社に対する監査サービス市場では監査法人
の集中化が進み，その選択肢が限定されているこ
と，そして，(3)大規模監査法人の寡占化が進む
結果，監査サービス市場におけるシステマティッ
クなリスクが生じていることである。新しい制度
を議論する際には，何かしらの問題や課題が生じ
ている場合が多い。この制度については，長期の
監査契約，そして監査サービス市場における集中
化や寡占化がもたらす弊害を指摘している。これ
らを解消し，より品質の高い監査を実現するため
にこうした制度を導入するのかどうかを検討して
いる。一方で，こうした制度の導入が果たして監
査品質の向上につながるのかといった疑問も生じ
る。こうした議論に対して実証的証拠が明らかに
してきたことを次節以降で概観する。
アメリカにおける監査法人の強制ローテーショ
ンへの対応は慎重なものになっている。2012年3

月に開催されたラウンドテーブルでは，監査法人
の強制ローテーション制度を導入する際の留意す
べき事項を10項目挙げている。
インドでは2013年8月に監査法人の強制ロー
テーションが導入され，2014年4月1日より施行さ
れた。経過措置が設けられているものの，同法で
は監査法人を10年(個人の場合は5年)で交代させる
ことが求められている。監査法人交代に伴う最短
インターバルは5年である。そして南アフリカで
は2017年6月に監査法人の強制ローテーションに
関する指針を公示した。この指針では，上場会社
及びその他のPIEの会計監査を行う監査法人の最
長継続契約年数を10年とし，最短インターバルを
5年としている。このローテーション制度は2023

 1　フランスでは連結財務諸表の作成が要求されている企業で共同監査が義務付けられている。
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年4月から適用される。最後に韓国では2003年12

月に「株式会社の外部監査人に関する法律」が採
択され，2006年1月以降に開始される会計年度か
ら6年を超えて会計監査を行うことが禁じられた。
しかし，アメリカにおける監査法人の強制ロー
テーション制度が最終的に導入されなかったこと
等を理由として，2009年2月に廃止されている2。

4．監査法人の強制ローテーションに関する
先行研究の概観

4.1 　監査法人の強制ローテーションに関する先行研究

の概観

監査法人の強制ローテーション制度を導入する
のかどうかについては見解が分かれている。この
制度を導入することで監査品質が向上するという
見解と逆に監査品質を下げるという見解である。
監査法人の強制ローテーション導入によるメリッ
トは，独立性の確保と新しい視点からの監査が実
現できることである。監査法人の強制ローテー
ションによって最長継続契約年数が決まる。監査
契約の長期化によって監査人の独立性を下げる要
因になる危険性がある。監査契約の長期化による
弊害を解消することで独立性を確保できるとの主
張である。長期的な監査契約によって財務諸表監
査の視点が固定化される危険性がある。これを解
消するために，監査パートナーのローテーション
が導入されているが，その実効性には疑問の余地
が残されている。この制度の導入によって定期的
に監査法人が変わることで新しい視点をもった公
認会計士が監査を担当することになる。監査法人
の強制ローテーション制度の導入によって大きく
2つの利点が存在していることを根拠として導入
に肯定的な意見が存在している。
一方で，監査法人の強制ローテーションの導入
に慎重な意見も存在している。その根拠として，
(1)監査人の知識・経験の蓄積の中断，(2)監査
人，被監査企業に生じる交代に伴うコスト，(3)
大規模監査法人の数が限定されている中での交代

の実務上の困難さ等がある。まず，監査法人の強
制ローテーションによって被監査会社に対する知
識の蓄積が一度リセットされる。監査人の知識や
経験が適切な監査判断の基礎となるのなら，これ
らの蓄積を中断させることによって監査品質を下
げる要因となる懸念がある。また監査法人を強制
的に交代させることによって初年次監査で生じる
コストを被監査企業と監査法人が負担することに
なる。このコストが同制度導入によるベネフィッ
トに見合っているのかどうかに対する疑問がある。
最後に，国際的に事業活動を展開している会社の
監査を実施できる監査法人は限られている。こう
した会社の監査は強制ローテーションが導入され
ても大規模監査法人が持ち回りで実施することが
想定される。大規模監査法人が持ち回りで大規模
会社の監査を実施している状況を情報利用者が独
立性を侵害している状況として認識する危険性が
ある。
監査法人の強制ローテーションがもたらすメ
リット・デメリットについては明確になってきて
いるが，実際にはどのようになっているのかにつ
いていくつかの実証的証拠が報告されてきている。
監査法人の強制ローテーションが導入されている
国が少ないため，報告されている証拠は限定的で
ある。

Barbadillo et al.(2009)はスペイン企業を対象に
監査人の独立性に対して監査法人の強制ローテー
ションがどのような影響を与えているのかを検
証した。9年ごとに監査法人がローテーションさ
れる環境下で，監査人が継続企業の前提に関する
判断をどのように行っているのかを検証した。検
証結果は，監査法人の強制ローテーションが，継
続企業の前提に関する情報開示と関係している証
拠を識別できなかった。この結果については，名
声を維持する動機づけが継続企業の前提に関する
情報開示に影響している可能性を示し，強制ロー
テーション期とその1期後の両方でクライアント
を維持する動機は影響していないことを発見した。

Kwon et al.(2014)は，2006年から2010年にかけ

 2　金融庁の調査報告では言及されていないが，スペインとイタリアで導入されていた。
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て強制ローテーションを実施している韓国のアー
カイバルデータを利用し，監査の質と監査報酬へ
の影響を検証した。制度導入前後で検証し，長期
間の契約と短期間の契約とを比較した。導入後
に強制ローテーションの対象となった監査法人で
は，2006年以前の長期契約になっている会社と自
発的にローテーションを行った会社との間に有意
な違いが発見できなかった。規制導入後強制ロー
テーションを行った期の監査報酬は規制前よりも
有意に高くなっていた。一方で，規制導入後の継
続契約企業よりも強制ローテーションを行った期
の監査報酬は低くなっている。監査報酬や監査時
間の増加は監査法人の強制ローテーションの実施
によって増加していることを発見した。

Cameran et al.(2015)は，監査法人の強制ロー
テーションを1975年から導入しているイタリアを
対象として，強制ローテーションの帰結を検証し
た。最終年度の監査人は，会計監査を実施するた
めの労力を減らすことはなく，最終年度の監査報
酬は7％程度通常よりも高くなっていた。一方で
次の監査人の報酬は16％ほど割り引かれ，17％ほ
ど監査時間が増加しているため，ローボーリング
の存在を疑う結果となっている。ただし，それ以
降の監査報酬は増加しているため，初年度の報酬
カットを補填して余りあることも示している。も
しローテーションによって監査の質が高まるのな
ら，コストの上昇も受け入れられるかもしれな
いがこの検証の発見事項は逆の結果となってい
る。またローテーションから3期間は利益の質が
下がっていることと，契約年数が長くなることで
利益の質が上がっていることもあわせて報告して
いる。
検証結果は，強制ローテーション制度と監査の
品質の間に有意な正の関係が存在していない可能
性が高いことを示している。継続企業の前提に関
する情報開示や監査報酬との関係が明確でないこ
とを先行諸研究では示している。監査の品質の代
理変数として利用される指標は継続企業の前提や

監査報酬以外にも存在している。利益マネジメ
ントやアクルーアルズの質等の指標との関係を検
証していないので証拠は限定的であるが，監査法
人の強制ローテーションを導入することによるメ
リットを示す統計的証拠は報告されていない。
特に，欧州各国で強制ローテーションが導入さ
れたため，強制ローテーションがもたらす影響に
ついて今後アーカイバル・データに基づく検証の
結果が報告されることが予想される。制度が導入
されていない国・地域での検証については困難で
あるので，別の視点から検証した結果が報告され
ている。つまり，監査法人が清算した結果，そ
のクライアントは「強制的に」監査法人を交代さ
せられることになる。アメリカではアーサー・ア
ンダーセンの元クライアントを，監査法人の強制
ローテーションを実施した会社とみなした検証を
行った3。

Nagy(2005)はアーサー・アンダーセンの消滅に
より生じた強制ローテーションが監査の品質にど
のような影響を与えているのかを検証した。クラ
イアントのバーゲニング・パワーは監査人の行動
に影響している可能性を示唆している。より小規
模な会社では短期間の監査契約と監査の質との間
に負の相関があることを発見している。大規模会
社では高いバーゲニング・パワーを反映している
証拠は得られていない。

Blouin et al.(2007)は，アーサー・アンダーセン
の元クライアントを対象に，新しい監査法人を選
任する要因を検証した。監査を担当していたアー
サー・アンダーセンのパートナーが所属する新し
い監査法人を選任しているのかどうかを検証した
結果，エージェンシー問題が深刻な会社ほどパー
トナーとのつながりが深いことを示唆している。
つまり，つながりが深いパートナーからの交代の
コストが大きくなっている。結果としては，アー
サー・アンダーセンと強いつながりをもち，裁量
的会計発生高が非常に大きい会社の財務報告の品
質の改善は見られなかった。

 3　日本でも中央青山監査法人の元クライアントを，監査法人の強制ローテーションを実施した会社とみなして検証した
結果が報告されている。
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大手監査法人の清算によって生じた擬似的な監
査法人の強制ローテーションの結果を検証した。
より小規模な会社では短期間の監査契約が監査の
質を下げる要因になっていることが発見されてい
るけれども，それ以外は概ね監査表人の強制ロー
テーションがもたらすメリットを示す証拠は報告
されていない。
監査法人の強制ローテーションの導入によって
メリットとデメリットが併存しているが，先行諸
研究の成果はその導入には否定的な見解が多い。
ただし，小規模会社についてはそのメリットを示
す証拠が報告されている。全体としてこの制度の
導入には慎重になった方がよいことを示す証拠と
解釈できる。

4.2　監査法人の契約年数に関する先行研究の概観

監査法人の強制ローテーションに関する議論の
スタートラインは，監査契約期間が長くなること
による弊害の有無である。2017年に金融庁が公
表した調査報告(第一次報告)では，東芝事案では
約47年間の長期にわたって同じ監査法人との監査
契約が継続していることを挙げている。この状況
は，長期の監査契約は不正な財務報告のリスク要
因であることの証左とも言える。ただし，我が国
の場合，数十年にわたる監査契約の継続はそれほ
ど珍しい話ではない。つまり，長期の監査契約が
不正な財務報告のリスク要因なら，かなりの数の
上場会社がそのリスクにさらされていることにな
る。長期の監査契約を不正な財務報告のリスク要
因とするなら，監査法人の強制ローテーションの
導入によってこのリスク要因の影響を小さくする
ことが期待できる。
一方で，長期間の契約は，監査人の当該クライ
アントに対する知識や経験の蓄積に有用であると
する見解もある4。監査を継続して実施すること
で財務報告に対するクライアントの姿勢や監査リ
スクの評価の前提となる情報が増えてくる。限ら
れた監査時間で有効な監査を実施しようとすれば，

こうした経験や知識の蓄積が必要になる。長期の
監査契約は監査の品質向上に寄与するとする立場
からだと，監査法人の強制ローテーションの導入
には慎重になる。

Geiger and Raghunandan(2002)は，倒産直前期の
監査報告書と監査法人の契約年数の関係を検証し
た。長期契約による監査法人よりも契約期間が短
い監査法人の方が，監査報告における失敗が多い
ことを発見した。この発見事項は強制ローテー
ションの問題を示していると結論づけている。

Myers et al.(2003)は，監査法人の契約年数と裁
量的会計発生高で表される利益の質との関係を検
証した。企業年数，規模，産業成長率，キャッ
シュ・フロー，監査法人の規模，産業，開示年を
コントロールした結果，長期契約になった会社ほ
ど高い利益の質を報告している。

Carcello and Nagy(2004)は，監査法人の契約年
数と不正な財務報告の関係を調査した。1990年か
ら2001年を比較検証期間とし，不正を犯していな
い会社とマッチングする方法と不正を犯していな
い会社全体を利用する方法で検証した結果，不正
な財務報告は監査契約から3年以内に発生してい
ることを発見した。不正な財務報告は監査法人の
契約年数と関係していることを示す証拠は得られ
なかった。

Mansi et al.(2004)は，監査人の契約年数が負債
契約コストとどのような関係にあるのかを検証し
た。検証結果は，負債契約コストと監査法人の契
約年数との間に負の関係があることを発見した。

Gul et al.(2007)は，非監査報酬と監査人の独立
性との関係は監査人の契約年数と関係しているの
かどうかを調べた。契約期間が3年以下であるク
ライアントでは非監査報酬と正の裁量的会計発
生高とが関係していることが示された。検証結果
は，監査契約が短期または長期ではない場合，非
監査報酬が監査人の独立性を侵害していることを
示している。小規模会社では非監査報酬と利益マ
ネジメントの指標が正の関係にあることも発見し

 4　監査法人の産業専門性は市場シェアに基づく指標で測定される場合が多い。契約年数に応じた当該クライアントの知
識・経験の蓄積を反映した専門性の指標についてはまだ行われていない。
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た。この検証では短期の監査契約で小規模なクラ
イアントである場合，監査人の独立性を阻害して
いることを発見している。

Gul et al.(2009)は，監査法人の産業専門性と
ローボーリングが監査法人の契約年数と利益の質
の関係に影響しているのかどうかを検証した。監
査法人の契約年数が短くなることと利益の質の低
下は，産業専門性が高い監査法人の監査を受けて
いる会社の方が小さくなっていることを発見した。
しかしながら，ローボーリングが与える影響は発
見できていない。

Lim and Tan(2010)は，監査人の契約年数と質の
関係が監査人の産業専門性と報酬依存度次第であ
るのかどうかを調査している。アクルーアルズの
質を監査の質の指標として検証した結果，産業専
門性の高い監査法人によって監査された会社は監
査人の契約年数が長くなるにつれ監査の質が高ま
り，監査報酬依存度によって負の修正がかかるこ
とがわかった。

Bell et al.(2015)は，監査法人の契約年数が監査
の品質にどのように影響しているのかを検証した。
初年度の監査では監査の品質が低くなるが，短期
的には向上する傾向がある。しかしながら，契約
が長期化すればするほど品質が低くなることを発
見した。
先行研究の成果は，短期間の監査契約では報告
利益や監査の質が低くなっていることを示唆して
いる。むしろ長期間の監査契約によって利益の質
が向上していることを示唆する証拠も報告されて
いる。ただしこれらの知見をどのように解釈する
のかは一考の余地がある。例えば，監査契約が短
期間になる原因に，監査の失敗に係るリスクの上
昇がある。これを回避するために，監査法人が監
査契約を早々に解消しているのなら，不正な財務
報告を行う危険性が高い会社は監査契約が短期間
になる。短期間の監査契約が問題ある財務報告を
見過ごしているのではなく，不正な財務報告を生
じさせるリスクの高まりが監査契約を相対的に短

期にしていると解釈することもできる。また長期
間の監査契約は，事業活動を安定的に継続できて
いることを示している。事業活動が長期にわたる
ことで，組織が成熟し，財務報告プロセスが整備
されることになる。長期間の監査契約だけではな
くこうした状況も反映し，当該企業群の財務報告
の品質が高くなっていることを示しているのでは
ないかといった解釈も可能である。財務諸表監査
とともに会社の財務報告プロセスは財務報告の品
質に影響を与えることから，これを考慮した検証
が今後の課題になる。
監査法人の強制ローテーション制度の導入に関
するもう一つの課題は，監査法人の契約年数に
ついて情報利用者がどのように評価しているの
かである。監査法人の強制ローテーションの導入
は，監査法人の契約年数に上限を設けることにな
る。もし情報利用者が長期間の監査契約が監査人
の独立性を侵害し，監査品質を下げていると評価
しているのなら，監査法人の強制ローテーション
制度の導入によって彼らの不信感を小さくするこ
とにつながるのかもしれない。

Ghosh and Moon(2005)の検証結果は，この推測
とは一貫していない。彼らは，投資家や情報仲介
者が監査法人の契約年数をどのように評価してい
るのかを分析した結果を報告した。利益反応係数
を利用した場合，投資者の利益の質に対する見込
と監査法人の契約年数とが関係していることを発
見した。そして，報告利益による株式ランキング
への影響は契約年数が伸びるごとに大きくなって
いることも発見している。これらの発見事項から，
監査人の契約年数が監査の質を表していると投資
家が評価していると結論づけている。この結果は，
監査法人の強制ローテーション制度の導入によっ
て監査の品質に対する情報利用者の懸念が高まる
ことを示唆している。一方で，長期間の監査契約
が安定した事業活動を背景にしているのなら，情
報利用者は，長期間の監査契約ではなく，安定し
た事業活動を評価していることを示しているとも

 5　他には，Su et al.(2016)が長期契約になっている監査法人による財務諸表監査の品質を投資家がどのように評価してい
るのかを検証した。高い株価の特異的なボラティリティと長期契約は関係していることを示した。
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解釈できる5。
監査法人の契約年数が会社の財務報告等にどの
ような影響を与えているのかを検証した結果は概
ね監査法人の強制ローテーション制度の導入に慎
重になることを支持する結果となっている。しか
しながら，監査法人の契約年数が長くなることと
会社の事業活動継続年数とが正の関係にあること
から，会社の活動年数によって影響を受ける要因
(例：組織の成熟度，内部統制等)を考慮した検証を
行うことでより精度の高い証拠を報告できるだろ
う。

4.3 　監査サービス市場の寡占化・集中化に関する先行

研究の概観

監査法人の強制ローテーション制度導入のもう
一つの根拠として，監査サービス市場の寡占化・
集中が挙げられる。特に，上場会社の中でより大
規模な会社の財務諸表監査を実施できる監査法人
が限られていることから，監査法人と会社の関係
が固定化される。この環境下では監査法人の独立
性が侵害される可能性があるとの懸念が生じる。
大規模会社の財務諸表監査を担える監査法人を増
やすことが監査法人の強制ローテーション制度の
導入と並行して必要になる。
監査サービス市場の寡占化・集中化に関する議
論は，今に始まったことではない。この状況下で
は，監査の品質向上に対する意欲が失われる問題
が生じる。クライアントを獲得するための競争が
ないため，品質を競い合う動機を監査法人が失っ
てしまう。もしこの動機を失ってしまえば，新た
な監査手法の開発やサービスを創造する機会も失
われる。独立性に対する懸念以外にもこうした弊
害が存在している。
一方で，監査サービス市場の寡占化・集中化を
肯定する主張もある。この主張では監査サービス
市場をクライアントの産業ごとに分けて，その
各々での寡占化・集中化された状態を産業専門性
が高いとみなしている。産業ごとに区分けされた
監査サービス市場での寡占状態・集中状態は，監
査法人の産業専門性を高め，監査の品質向上に寄
与するというのが主張である。産業ごとに存在す

る会計慣行や産業ごとに存在するリスク，情報を
理解し，それらを監査法人内に蓄積させることが
監査業務を効率化させ，そして有効にするという。
監査法人の産業専門性の議論は，監査サービス市
場のシェアを基礎とした指標で設定されることか
ら，監査サービス市場の寡占・集中状態を肯定的
に捉えている。監査サービス市場の寡占化・集中
化についての推論は2種類あり，見解は相反して
いる。こうした推論と現実の整合性はどのように
なっているのだろうか。

Boone et al.(2012)は監査サービス市場の集中化
と監査の質の関係を検証している。2003年から
2009年の間で利益マネジメントの動機について利
益ベンチマークを達成するのかどうかを基準とし，
動機を有している会社を対象にした調査を行った。
検証結果は，地域レベルでの高い集中度は利益マ
ネジメントに対する受容度が高まることを示して
いる。この結果は，集中度の上昇と監査の質の低
下は関係していることを示唆している。

Francis et al.(2013)は，42カ国を対象として，監
査サービス市場の構造が監査の質を下げるのかど
うかを調べた。監査の質の指標は，総発生高，異
常会計発生高，利益報告の割合，損失の適時認識
で表した。大手監査法人のシェアが大きい国では
監査法人の規模を問わず監査の質が高まっている。
この結果から監査サービス市場が集中化すること
で監査の質が低くなるとはいえない。こうした国
では高い質の監査サービスを求められるため，低
い質の監査を提供する法人は市場から退出してい
る可能性がある。一方で，Big4による監査サービ
ス市場の集中度が高くなることで大手監査法人が
提供する監査サービスの質が下がると結論づけて
いる。

Huang et al.(2016)は，監査サービス市場の集中
化が監査報酬や監査の質へ与える影響を中国市場
を対象に検証した。検証対象は2001年から2011年
で12,334社／年である。集中化と監査報酬の間に
有意な正の関係を示している。パス解析では，集
中化はクライアントの利益の質を向上させ，監査
報酬の増加を通じて限定意見を開示する必要性を
減らしていることも発見した。監査サービス市場
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の集中化は，監査報酬の増加を通じて監査の質を
高めると結論づけている。

Eshleman and Lawson(2017)は，アメリカ合衆国
大都市統計地域(MSA)を対象に，2000年から2013

年を対象期間として監査サービス市場の集中化と
監査報酬の関係を検証している。監査サービス市
場の集中化は監査報酬の上昇と有意な関係にある
ことを示した。この結果から監査サービス市場の
集中化は監査の質の上昇と関係していると結論づ
けている。
先行研究の検証結果は一貫していない。監査
サービス市場の寡占化・集中化は監査の品質を下
げる要因であると結論付ける研究もあれば，逆
に挙げる要因になっていると結論付ける研究もあ
る。この結果の一つの分岐点になっているのは監
査サービス市場の寡占化・集中化が監査報酬に与
える影響を考慮しているのかどうかである。市場
の寡占化・集中化によって価格競争が沈静化する
ことで，監査報酬が維持もしくは増加する。価格
を引き下げる圧力が下がるためである。監査報酬
が増加することで監査資源の投入量・監査時間を
増やすことができるため，監査の品質は向上する。
こうした関係を考慮した検証では，監査サービス
市場の寡占化・集中化は監査の品質を向上させて
いることを示す結果を報告している。
監査サービス市場を産業ごとにわけてその市場
占有率の高い監査法人を産業専門性の高いものと
みなして，その影響を検証した研究もある。市場
占有率を基礎としているため，産業専門性に関す
る研究は市場の寡占化・集中化を監査の品質を向
上させる要因とみなすものともいえる。まずは，
市場シェアに基づく産業専門性の識別についての
検証結果を概観する。Cahan et al.(2011)は，マー
ケットシェアに基づく伝統的な産業専門性の尺度
に関する課題を検証した。産業専門性を有してい
る監査法人は監査の質や監査報酬について同じよ
うな状況にあるのか？について検討している。検
証結果が，専門性が高い監査法人が産業のクライ
アントの少数を監査することでシェアを得る場
合に監査報酬や質は高くなることを示している。
Audousset-Coulier et al.(2016)は，監査人の産業専

門性の尺度が多数存在している。産業専門性が高
い監査法人は特殊な専門性をもつ監査人によって
より高い監査サービスを提供する。過去に産業専
門性を表すとして利用された30指標を比較し，専
門性が高い監査法人の分類が移管していないこと
を発見している。

Craswell et al.(1995)は，オーストラリアの会社
を対象に，名声や産業専門性と監査報酬との関係
を検証した。検証結果は，産業専門性を有する大
規模監査法人の監査報酬は，産業専門性を有して
いない大規模監査法人よりも高かった。これらの
証拠から監査法人の専門性が監査の質の構成要因
であり，大規模監査法人の差別化の基礎となって
いる。DeFond et al.(2000)は大規模監査法人の名声
や産業専門性によるプレミアムを検証した。地域
における大規模監査法人は，大規模監査法人や他
の監査法人よりも低い報酬を得ていることを発見
した。産業の専門性に基づく質の差別化による高
い報酬のサービスの基礎として大規模監査法人の
名声が基礎になっていると結論づけている。また
Casterella et al.(2004)は，産業専門性がある大規模
監査法人は産業専門性を有していない監査法人よ
りも高い報酬を受けていることを発見した。小規
模会社グループではこうした関係がみられたもの
の，大規模な会社では逆に減少している傾向を示
している。こうした発見事項は，産業専門性は差
別化戦略で重要であると結論づけている。

Balsam et al.(2003)は産業専門性と利益の質の尺
度の関係を検証している。裁量的会計発生高と利
益反応係数を用いて産業専門性を有している大規
模監査法人とそうではない大規模監査法人とを比
較した。産業専門性を有している監査法人の方が，
低い裁量的会計発生高と高い利益反応係数を示し
た。この結果から，産業専門性を有する監査法人
が監査を実施している会社はより利益の質が高い
と結論づけている。

Knechel et al.(2007)は，監査法人の交代につい
て，産業専門性がある監査法人からの交代に対し
て，証券市場がどのように反応しているのかを検
証している。大規模監査法人から大規模監査法人
へ交代し，後任監査法人が産業専門性を有してい
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る場合，正の異常株式リターンを示している一方
で，後任監査法人が産業専門性を有していない場
合は負の株式リターンを示している。これらの結
果は，専門性を有する監査法人と契約することで
生じるコストの増加より見込まれる監査の質の変
化に証券市場が反応している可能性を示している。
産業専門性を有する大規模監査法人から中堅・中
小監査法人へ交代した場合が最もマイナスの証券
市場の反応を示し，中堅・中小監査法人から産業
性を有する監査法人へ交代した場合に最もプラス
の証券市場の反応を示している。

Romanus et al.(2008)は，監査法人の産業専門性
が検証対象の財務諸表の訂正開示の有無にどのよ
うに影響しているのかを調べ，産業専門性が財務
報告の訂正確率と負の相関にあることを発見した。
財務諸表を訂正した会社では，産業専門性はコア
になる財務諸表項目へ影響する訂正の可能性を下
げている。また，産業専門性を有していない監査
法人から有している監査法人への交代は訂正の可
能性を高め，産業専門性を有する監査法人から専
門性を有していない監査法人への交代は財務諸表
の訂正の可能性を低くすることも発見した。

Gul et al.(2009)は，監査法人の産業専門性と
ローボーリングが監査法人の任期と利益の質との
関係に影響しているのかを検証し，監査法人の任
期が短くなることと利益の質の低下は産業専門性
のある監査法人と契約している会社の方が小さく
なっていることを発見した。

Krishnan et al.(2013)は監査法人の産業専門性と
クライアントの株主資本コストとの関係を調査し
た。都市レベルもしくは都市－国レベルの産業専
門性を有している監査法人のクライアントはより
低い株主資本コストを支払っている。産業専門性
を有していない監査法人から専門的な監査法人へ
交代した場合，株主資本コストが減少することを
発見した。専門性を有していない監査法人から都
市レベルもしくは都市－国レベルの産業専門性を
有している監査法人へ交代した場合に特に大きな

減少となった。
監査法人の産業専門性は監査の品質や財務報告，
監査報酬に影響を与えていることを示唆する証拠
が報告されている。産業専門性をマーケットシェ
アで識別していることから，監査サービス市場の
集中化・寡占化による影響を検証する研究の一部
といえる。監査法人の産業専門性に関する検証結
果から，監査サービス市場の集中化・寡占化は，
必ずしも監査や財務報告の品質を下げる効果をも
たらしているわけではないことを示唆している。

4.4 　監査パートナーローテーションに関する先行研究

の概観

監査法人の強制ローテーションの導入に先駆け
て監査パートナーローテーションは導入されてい
る。パートナーローテーション制度とは，業務執
行社員が継続的に同じ被監査企業に従事できる期
間を設け，これを強制的に交代させる制度であ
る6。我が国では，1998年4月からパートナーロー
テーションが日本公認会計士協会の自主規制とし
て導入され，最長継続任期は概ね10年とされた。
2002年4月からは最長継続任期を7年，最短イン
ターバルを2年とするよう強化された。2003年の
公認会計士法の改正により，パートナーローテー
ション制度は法定化され，上場会社等一定の大会
社等の会計監査に係る業務執行社員について最長
継続任期を7年，最短インターバルを2年とするよ
う義務付けられた。そして，2007年の公認会計士
法改正によって大規模監査法人において上場会社
の会計監査を担当する筆頭業務執行社員等に関し
ては，最長継続任期を5年，最短インターバルを5

年と変更された。パートナーローテーションに期
待された効果は「新たな視点の会計監査」であり，
独立性の確保である。こうした期待をもってパー
トナーローテーションが導入されたものの，その
有効性に疑問を投げかける向きもある。例えば，
2017年7月に公表した監査法人のローテーション
制度に関する調査報告(第一次報告)では，東芝事

 6　一般的には，一定のインターバルを置けば当該業務執行社員が再度同じ被監査企業に対して会計監査を行うことは可
能である。
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案においてはその効果を発揮するものとしては機
能しなかったと指摘している。

Carey and Simnett(2006)は，監査責任者が特定
できるオーストラリアでローテーションが制度化
されていない時期を対象に監査責任者の任期と監
査の質の関係を検証した。この検証では，監査の
質を3つの尺度で表した。長期契約を結んでいる
会社は継続企業の前提に関する情報開示が少なく，
利益ベンチマークの未達が多くなっている。つま
り，監査責任者の任期が長くなることで監査の質
が損なわれることを示している。

Lennox et al.(2014)は中国市場を対象に監査パー
トナーローテーションが監査の質に与える影響を
検証した。監査責任者の強制ローテーションは
ローテーション前後でより高い質の監査を実現し
ていることを発見した。

Litt et al.(2014)は，監査パートナーローテー
ションが財務報告の品質にどのような影響を与え
ているのかを検証した。監査パートナーの交代は
財務報告の品質を下げていることを示す証拠が得
られた。最終年度もしくはその1期前の監査人よ
りも初年度もしくは2年目の監査人の方が財務報
告の品質が低いことを示している。そして大規模
会社で低い財務報告の品質が報告されている。

Cassel et al.(2016)は財務諸表の品質はレーム
ダック状態にある監査人のときに向上しているこ
とを発見した。より厳格な四半期レビューを実施
していることを示す証拠を報告している。

Stewart et al.(2016)は，監査責任者のローテー
ションと監査報酬の関係を検証した。ローテー
ション期間中は監査責任者の任期と監査報酬には
正の関係があることを発見している。ローテー
ション後の1期では維持され，2期目では失われて
いた。強制的交代でも自発的交代でも監査責任者
の任期は監査報酬と正の関係をもつことを示して
いる。

Sharma et al.(2017)は，監査パートナーローテー
ションが監査報酬と監査の適時性にどのような
効果をもたらすかを検証した。監査パートナー
のローテーションに従って監査報告遅延日が遅れ，
より監査報酬が高くなることを発見している。中

堅・中小監査法人や，より規模の大きなクライア
ント，産業専門性がない監査事務所についてはそ
の効果はより大きいと結論づけている。
監査パートナーローテーションの効果について
は一貫していない。ただ，多くの検証結果は，こ
の制度の有効性を指摘するものとなっている。こ
れは金融庁が2017年に公表した報告書と異なって
いる。この違いは，金融庁の報告では，監査パー
トナーの任期に着目しており，先行諸研究は交代
直前期周辺で生じる問題に着目していることで生
じているのかもしれない。

5．まとめと含意

本稿では監査法人の強制ローテーション制度の
導入についての研究課題に関する先行諸研究の概
観を示した。監査法人の強制ローテーションの導
入については2016年3月に公表された「会計監査
の在り方懇談会」提言にも示されている。この
提言を受け，2017年7月に「監査法人のローテー
ション制度に関する調査報告(第一次報告)」が公
表されている。相次ぐ上場会社の不正な財務報告
の露見により，会計監査の信頼が揺らいでいる。
こうした状況下で監査法人の強制ローテーション
制度の導入について検討が進められている。
「会計監査の在り方懇談会」提言では，監査法
人の強制ローテーションの導入については慎重な
検討を要すると指摘されている。この制度を経験
している各国での検証結果は導入によって監査や
財務報告の品質を向上させる効果があることに対
して否定的である。ただし，小規模会社ではメ
リットが存在する可能性を示す証拠となっている。
監査法人の強制ローテーション制度を導入する
背景には，監査法人の契約年数の長期化による独
立性の低下による影響や監査サービス市場の集中
化・寡占化による監査品質への影響に対する懸念
がある。先行諸研究がこうした課題に対してどの
ような証拠を報告しているのかを概観した。監査
法人の契約年数に関する先行研究の成果は，長
期契約が監査や財務報告の品質を下げていること
を示す証拠はほとんど報告されていない。ただし，
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監査契約年数と被監査会社の事業活動年数とが関
係しているのなら，被監査会社の財務報告プロセ
スが整備されていることや内部統制の整備が進ん
でいることで，財務報告の品質が高くなっている
可能性がある。
監査サービス市場の集中化・寡占化による影響
を検証した先行諸研究の成果は，財務報告や監査
の質を下げていないことを示唆している。監査
サービス市場におけるシェアを産業専門性の指標
として利用した先行研究の証拠もある。高い市場
シェアが高い産業専門性を反映しているとした検
証でも監査や財務報告の品質を下げていないこと
を示している。
そして監査パートナーローテーションについて
の検証結果を概観した。監査パートナーローテー
ションは，監査法人の強制ローテーションと同様
に「新しい視点の監査」を期待して導入されてい
る。監査パートナーローテーションの有効性に懐
疑的な意見があるが，先行諸研究の多くはその有
効性を示すものであった。両者には着目している
点に違いがあるため，より詳細な検証が必要にな
るだろう。
本稿では，監査法人の強制ローテーション制度
に関する幾つかの研究課題について先行研究の成
果を概観した。先行研究の研究成果は監査法人の
強制ローテーション制度導入に対して懐疑的な指
摘が多い。監査法人の強制ローテーション制度の
導入は監査法人の独立性を確保することを目的と
している。この目的を達成するための方策は監査
法人の強制ローテーションだけではない。本稿は
我が国で監査法人の強制ローテーションを導入す
る際には慎重な議論が必要になることを示した点
で意義がある。
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